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信研究所 荒木正 氏，愛媛大学教授 小林真也 先生，愛媛大学助手 木村映善 先生の
尽力に負うところが大きい。紙面を借りて御礼申し上げたい。
参 考 文 献
・C&C振興財団（２００２）『デジタル・デバイド－構造と課題』NTT出版．Benjamin M.Compaine





医用画像，Vol.１０４ Num.９０ pp.１９‐２３ Huysman and Wulf, eds.（２００４）Social Capital and
Information Technology, MIT Press.





・日経コミュニケーション ２００４年１２月１５日号「特集１ 新・光 IPインフラに込めた NTT
の野望１００年目の大決断！」
・日経コミュニケーション ２００５年３月１５日号「実践 e-Japan 先進自治体を追う」p.６６.
・Servon, Lisa J.（２００２）Bridging the Digital Divide-Technology, Community, and Public Policy,
Blackwell Publishing.
・佐藤和文（２００１）ITシニアが社会を変える：デジタルデバイドの克服を目指して，情報処
理学会研究報告. IM, 情報メディア, Vol.２００１Num.２４pp.５７‐６４
・Uesugi, Shiro（２００４）“E-Business for Depopulated Areas : Why not“Re-bundle”Local Loops ?”
in SAINT２００４ Workshop, IEEE, NJ.
・Uesugi, Shiro（２００３）“Structuring Community Area Network（CAN）in a Depopulated Town-






１０６ 松山大学論集 第１６巻 第５号
（２００３）Technology and Social Inclusion, MIT Press.
WEBサイト（２００５年１月１日現在）
・総務省（HP１） http : //www.johotsusintokei.soumu.go.jp/statistics/data/broad２００４０６.xls
・総務省（HP２） http : //www.soumu.go.jp/s-news/２００４/０４１２１７_８.html
・NTT （HP１） http : //www.ntt.co.jp/kaiken/index.html 「２００４年１１月１０日社長会見より」
・アスキー 「アスキーデジタル用語辞典」http : //yougo.ascii２４.com/
・CANフォーラム http : //www.can.or.jp/
注
１）ICT（Information Communication Technology）は「情報通信技術」と訳される。わが国に
おいては，e-Japan戦略の前にたちあげられた「IT基本法（高度情報通信ネットワーク社
会形成基本法）」など「IT（情報技術）」という用語が長く主流となって使われてきた。し
かしながら，現在の情報化における大きな変革は，情報技術が，通信技術と相互に関与し
ながら起こっているものであり，「情報通信技術＝ICT」という用語を利用したほうが事象
を適切に表現している。
２）２００４年５月に，上杉研究室にて実施したアンケート調査の結果による。このアンケート
調査の結果に関しては，別途改めて論文としてまとめる予定である。
３）無線ルータおよびアンテナの購入に際しては，ルート株式会社の真野社長より格別のご
助力があった旨，特記しておく。
４）これを補って余りあったのは，地元住民の熱意とNPO法人凧ネットのメンバーの献身
的な奉仕であった。この点については特筆したい。
デジタル・デバイドの解消とコミュニティ・エリア・ネットワーク（CAN）
構築への「p-DSL」の適用について １０７
